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	１　母子感染防止対策の周知徹底について厚生労働省内で連携を取って（結核感染症課と出生児を管轄する雇用均等・児童家庭局母子保健課の連携）、再度医療従事者や関係団体に通達を行うとともに、産科と小児科及び肝臓専門医との連携や周知徹底が行われているか調査、監督するべきである。
	２　母子感染防止対策が適切に行われていない要因の一つに里帰り出産などによる当該母子が受診する産科と小児科の連携不足があげられる。妊産婦当事者にＢ型肝炎の知識や予防の必要性、ワクチンスケジュールを把握させることにより、実施忘れのリスクを減らすことが出来る。したがって、医療従事者だけでなく、妊婦健診などでＨＢｓ抗原陽性者に対する知識の啓発を行うべきである。

